消滅可能性都市の衝撃と地域おこし協力隊の活動 : 長崎県対馬市における「島おこし協働隊」を中心に by 石川 和男

























 2011 年 5 月に日本生産性本部が発足させ、現在は活動を休止している日本創成会議は、人口
流出が継続するという仮定のもと、わが国の将来人口推計を行った。そこでは、2010 年から 2040
年までの 30 年間に、人口の「再生産力」を担う 20~39 歳の女性人口が 5 割以下にまで減少す
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 他方、国立社会保障・人口問題研究所は、2013 年に『日本の地域別将来推計人口（平成 25
年 3 月推計）』において、2010 年から 2040 年を 5 年ごとに区切って推計を示した。ここでの 2010
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重要である。しばしば指摘されるのは、①年齢構成の不均衡による社会保障等の崩壊、②国土






 2014 年 6 月 24 日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針(骨太の方針)」では、わ
が国の将来に関わる制度・システム改革が取り上げられた。そこでは未来に向けた政策として、























































隊員は、概ね 1 年以上 3 年以下の期間、各種の地域協力活動に従事する。他方、各自治体は、




























 協力隊員の活動経費は、1 人あたり 400 万円を上限(うち報償費等は 200 万円を上限、報償費
等以外の活動経費は 200 万円を上限）としている。ただ、地域協力活動に不可欠であり、専門
性が高いスキルや経験を有する協力隊員、辺地等の著しく交通条件が悪い不便な地域での活動
に従事する協力隊員には報償費 250万円を上限としている。この場合も協力隊員 1人あたり 400
万円を上限としている。他方、協力隊員等の起業経費も見込んでいる。そこでは協力隊員の任
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期終了日から起算して前 1 年以内、または協力隊の任期終了日から 1 年以内に協力隊員の活動
地と同一市町村内で起業する者の起業に要する経費は、協力隊最終年次または任期終了翌年の








 総務省は 2014 年 12 月 3 日に協力隊推進要綱を一部改正、通知し、2014 年の特別交付税算定
から適用するとした。そこでは「報償費等以外の活動に要する経費については 200 万円上限」
に加え、協力隊の任期終了日から起算して前 1 年以内または協力隊の任期終了日から 1 年以内
に協力隊員の活動地と同一市町村内で起業する者の起業に要する経費は、協力隊最終年次また
は任期終了翌年の起業する者 1 人あたり 100 万円という上限を加えた。さらに、特別交付税措
置を講じ、「ただし、起業に要する経費については、1 人について一の年度に限る」を加えた(総




＜図表 1 地域おこし協力隊隊員数・取組団体の推移＞ 
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 2015 年度特別交付交付税ベースの協力隊の都道府県別活躍先では、北海道(369 名)が突出し
て多く、長野県(222 名)、島根県(149 名)、岡山県(118 名)が続いている。自治体名では美郷町(29
名)、竹田市(29 名)、津和野町(27 名)、佐渡市、阿賀野市、長野市、邑南町(各 22 名）が続いて
いる。本稿で取り上げる長崎県対馬市は 11 名であった(総務省地域力創造グループ地域自立応
援課[2016]）。 
 興味深いのは、2015 年 9 月に公表された協力隊員の定住状況等調査では、任期終了の隊員は
累計で 945 名にのぼるが、うち 3 分の 1 は女性であり、20~30 歳代が約 8 割を占めていたこと
である。そして、2013 年 6 月末時点で同地域に定住したと回答した任期を終えた元協力隊員の
98%は、現在も引き続き同地域に定住している。特に活動地と同一自治体内には 443 名(47%)が
定住し、活動地の近隣自治体への定住は 114 名(約 12%)も存在する。そして、協力隊員の経験か
らか、他の条件が不利な地域に定住した者が 130 名に達し、全体の約 14%も占めている。また


































 対馬島全島は 89%が森林であり、天然記念物に指定される原始林もあり、標高 200~300m の
山々が海岸まで迫り、高さ 100m に及ぶ断崖絶壁がある。天然記念物ツシマヤマネコなど、対
馬にしかいない生物や大陸からの流れを汲む生物が多く生息・生育している。歴史・自然・文











2010 年に対馬市の人口は 34,000 人であったが、2040 年には 18,000 人になると推計されている。



































出身の隊員 5 名が、①伝統的知恵と企業 CSR の最新環境技術を融合させた持続可能な集落づく
りと「学び」のある体験型滞在型観光の推進、②植物資源を生かした特産品開発と商品化実証
実験、③有害鳥獣の皮革を活かした試作品づくり、④デザインによる島の魅力創出・発信、⑤
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英語力を活かした欧米圏観光客の誘致、⑥ネットやイベント等を通じたファンづくり、などに
取り組んだ。  
3）施策開始 2 年後の実績・成果と今後 
 島おこし隊の施策開始 2 年後には、①特産品の販売促進(ブルーベリー・ツシマヤマネコ米、
お菓子類等）、②新たな資源の掘り起こしと活用策の検討、③外からの自由な目線・発想・行動
力で島内外の人的ネットワークが拡大し、④新たな地域活性化団体の設立 2 件、⑤講演依頼 17
件、新聞掲載 24 件、雑誌掲載 6 件、広報誌掲載 9 件、⑥TV 放送 2 件、ラジオ放送 1 件、CATV














定着促進のため、2016 年度も引き続いて隊員を募集した。募集人員は 3 名で、遺伝資源アーキ
ビスト(通称：島のいきものがかり)1 名、島の水産加工マネジャー1 名、しまぐらしキュレーター
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＜図表 2 2016 年度の協働隊員の担当と業務＞ 



































ネジャーは、小論文(1,500 文字以上 2,000 文字以内)に希望する担当業務を明記した上で、当該
業務に関し、自らの貢献を記述しなければならない。しまぐらしキュレーターは、これまでの
業務に係る説明資料(ポートフォリオ等)で提出する必要がある。この協働隊員は、雇用形態・
身分として地方公務員特別職として対馬市長が委嘱し、雇用期間 1 年で 3 年まで延長可能であ
る。報酬は月額 18 万円(賞与なし)で、勤務時間は週 30 時間である（対馬市[2015]pp.3-4）。 
2）2017 年度募集 
 2017 年度の募集は 6 名で、海の森再生支援、エコツーリズムプランナー、なりわいづくりプ
ランナー、教育コーディネーター、学生研究員、コミュニティ支援各 1 名である。図表 3 は、
2017 年度の協働隊員の担当と目的・業務内容を示したものである。 
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＜図表 3 2017 年度の協働隊員の担当と業務＞ 
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 2014 年 3 月には、協働隊員第 1 期生 5 名の任期が終了した。5 名は 3 年間、地域において島
の資源を次々に発掘したことが「広報つしま(2014.3)」で紹介された。図表 4 は、各隊員の担当
した業務と任期終了後についてまとめたものである。 
 図表 4 からわかるように、協働隊員としての任期終了後も島内に残る傾向がある。そこで協
働隊員を中心に任期終了後も島内で活動する場として、非営利活動法人對馬次世代協議会が、
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対馬市［2014］「広報つしま」2014 年 3 月号 
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国立社会保障・人口問題研究所{2013}『日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）』 
総務省［2009］「地域おこし協力隊推進要綱」2009.3.31 


















                                                     
1）「消滅可能性都市」とは、日本創成会議では「2010 年から 2040 年にかけて、20~39 歳の若年女性人口が
5 割以下に減少する市区町村」としている。消滅可能性都市の対義語は「持続可能性都市」である。 
2）極点社会は、少子高齢化の進む地方で若年女性が大都市に大量流出し、大都市に人口が一極集中する社
会である。大都市では若年女性が流入した分だけ出生率が上昇し、人口が増加する一方、地方では高齢者
が死亡により減少することで消滅集落が増えている状態を指している(NHK[2014]、増田[2015]pp.2-26)。た
だ都市部での出生率は全く上昇していない。 
3）これらの活動は、①制度周知・隊員募集、②隊員活動期間中、③任期後、の 3 時期に区分できる。制度
周知と隊員募集は、「地域おこし協力隊全国サミット」を開催し、ここには協力隊や自治体関係者の他、広
く一般人の参加も得て「地域おこし協力隊全国サミット」を開催し、事例報告や PR 等により、広く制度を
周知させ、隊員同士の交流の場を提供している。 
